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２．令和２年度フォローアップ調査結果（概要）
・調査期間：令和２年９月２８日～１０月１５日
・調査企業：一般社団法人日本金属熱処理工業会の会員企業１９０社を対象
・回答企業：１０８社 （前年度８１社）
・回答率 ：５６．８％（前年度４２．０％）

概観（改善できた点、改善の余地がある点等特筆すべき内容）
☞「関係法令等の浸透・徹底」は全ての部門で概ね９０％以上が実施済及び実施中
☞「原価低減要請」に関しては、６割以上の企業が問題なしと回答しているが、未だ５割近い
企業で要請があったと回答しており、改善が求められる

☞「合理的な価格決定」に関して、概ね反映できたが前年度より減少して該当なしが増加した
ことを考慮すると、前年度まで反映できなかった企業がガイドラインなどを活用して積極的
に調整した結果である（本年度は結果に繋がらなかった）

☞「手形払い」に関しては、大企業間は改善傾向にあるものの、その他は悪化しており、今後
の課題である

☞パートナーシップ構築宣言に対する意見も出ており、今後、良態へ寄与することが期待され
る。

☞本調査に対する回答率も高くなっており、施策の効果を実感している企業が増えている。















コロナ感染症の影響

設問５－６．取引適正に関する取組のうち、改善が進まなかった理由とし
て、特に新型コロナウィルス感染拡大の影響を大きく受けた
ものをお答えください。
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設問６－１．他社へ紹介することができるサプライチェーン全体での取引適正化に関する取組について、好事例があれば自由に記述して下さい。
⑴価値創造企業に関する賢人会議からパートナーシップ構築宣言に向けての取り組みが、好影響に繋がっていると思います。

設問６－２．他社へ紹介することができる、サプライチェーン全体での付加価値向上に関する取組について、好事例があれば自由に記述して下さい。

⑴災害時でも部品の安定供給を維持できるよう、儲かるBCP活動を実施中です。
⑵業界団体での定期的な勉強会等の開催により、有効な資料の共有化ができています。

設問６－３．取引条件の改善を進める上での課題や、業界団体や政府への要望等があれば自由に記述して下さい。
(1)発注側が３次、４次下請け企業となると一部、不適切な取引姿勢が見られるので、継続してこの層をターゲットに啓蒙活動、支援をお願いしたい。
(2)今まで通り、具体的な事例を示した文書・ガイドラインを出していただけると、実際の現場で使用できるので助かります。

【分析結果】
・ガイドラインの周知・徹底が取引適正化に寄与していることを実感している企業が多くなっており、パートナーシップ構築宣言において更に改善
傾向に進むことを期待している。

・現状で改善・改革に対して前向きな姿勢を示さない企業は、今後も同様の対応で推移するものと考えられるので、パートナーシップ構築宣言協賛
企業を公表等して何らかのアドバンテージを付与する等の施策を講じて頂きたい。

設問５－７．５－６について、具体的にどのような影響を受けて改善が
進まなかったかお答えください。

【分析結果】
・新型コロナウィルス感染症の影響は９割以上の企業で影響なしと回答しており、影響ありの理由も社会情勢に沿ったものであり、問題視するもの
はない。

⑴取引先も非常に厳しく価格改定など相談できる雰囲気でない。
⑵受注量の大幅減少を受け、逆に顧客の収支悪化を説明された。
⑶コロナウイルスの感染拡大防止の為、企業への訪問自粛要請をする企業が増加した。
⑷相手先と連絡がとりづらく、また、相手先の社内検討がなかなか進まないので、決定が遅れる。
⑸直接訪問する機会が減り、思うように進まなかった
⑹面談できない。顧客のコロナ禍による景気低迷による業績悪化。
⑺担当者との面会が制限されたため、話がなかなか進まなかった
⑻コロナを理由に都合の悪い話になりそうなときは面会を受けてくれない。特に値上げ。
⑼訪問による交渉ができなかったこと



４．パートナーシップ構築宣言への取組状況等
☞ 金属熱処理業は受託産業であり、会員企業の殆どが受注側企業である。パートナーシップ構築宣言

は発注側企業に課される努力目標であるが、取引適正化に関する国の施策を周知する上で、同施策
の啓蒙活動を推進していく。

５．まとめ（今後の取組、目標）
【今後の取組】
・小規模企業が取引適正化を目指して取引価格の交渉を実施できるための具体的かつ論理的な資料を
を基に、意見交換会等を含め、同施策に関する勉強会をこれまでどおり継続実施する。
※令和３年度は１２回の開催を計画（講習会、セミナー及び意見交換会含む。）

【目標】
・自主行動計画フォローアップ調査の回答率が、各企業のこの施策に対する意識の現れとの見地から、
令和３年度の同調査に対する回答率６５％以上を目標とする。




